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南海トラフ地震対策の充実強化に関する提言 
 

東日本大震災の教訓を踏まえ、全国各地で大規模な地震や津波を想定した防

災・減災対策が進む中、国においては「南海トラフ地震に係る地震防災対策の

推進に関する特別措置法」の制定や、「南海トラフ地震における具体的な応急

対策活動に関する計画」の策定が行われるとともに、南海トラフ地震臨時情報

の運用が開始されるなど、具体的な法令・制度の整備が進められてきました。 

また、今年度が最終年度となる１５兆円規模の「防災・減災、国土強靱化の

ための５か年加速化対策」によって、国からの強力な財政支援のもと、地方に

おいても人命と財産を守るための対策が着実に進みました。 

一方、国難と呼べる南海トラフ地震は、今後 30年以内の発生確率が 80%程度

に引き上げられるなど、切迫度は年々高まっています。 

令和６年１月１日に発生した能登半島地震では、上下水道施設の被災による

断水、幹線道路の被災による孤立地域の発生などの状況を踏まえると、国土強

靭化の取組を更に加速し、「事前の備え」を強化する必要があります。 

 南海トラフ地震においては甚大な被害が予測されており、住宅の耐震化促進

や、津波避難施設、河川・海岸堤防、大規模災害に対応できる道路網等の整備

などのハード事業や、医療リソースの需要量に対して供給量が「絶対的」に不

足する被災地内の医療救護体制の充実、被災地外からの支援機能の更なる強化

などのソフト事業に加え、南海トラフ地震臨時情報の発表とともに浮かび上が

った「巨大地震警戒」に対する事前の備えや市町村の財政負担への支援などに

ついて、引き続き強力に推進していく必要があります。 

また、これらのハード・ソフト事業については、中長期的な被災地の衰退を

防ぐため、被害の軽減と復旧・復興期間の短縮を併せて実現する「事前復興」

の考え方に基づき取り組んでいくことが必要です。 

これらの課題解決には、国における継続的・安定的な財源確保や、制度の柔

軟な運用により、地方財政の一層の負担軽減を図っていくことが欠かせません。 

このため、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」後も切れ目

なく国土強靭化を推進できるよう本年６月に策定予定の「国土強靭化実施中期

計画」の事業規模については、20兆円強を最低限として、近年の災害の激甚化・

頻発化や物価・資材高騰を踏まえて、更なる上乗せをし、必要な予算・財源を

通常予算とは別枠で確保するとともに、財政基盤の脆弱な市町村が防災・減災

事業を進めるためにも「緊急防災・減災事業債」や「緊急自然災害防止対策事

業債」を継続し、今後も、国の支援のもと、国と地方が連携して一体的な取組

を進めていくため、次の各項目について実現するよう提言します。 



 

 ＜提言項目＞  

(1)  南海トラフ地震・津波対策に必要な財源の確保 

(2)  住宅の耐震対策に必要な財源の確保 

(3)  津波避難施設整備への支援の充実 

(4)  地震・津波対策のための河川・海岸堤防の整備、排水機場の耐震化・耐水化の支援 

(5)  ゼロメートル地帯等の地域の実情に応じた総合的な防災・減災対策への支援強化 

(6)  コンビナート等の地震・津波対策の迅速な推進 

(7)  石油やガスの二次基地における施設の耐災化に係る補助事業の拡充について 

(8)  高規格道路のミッシングリンクの解消、暫定２車線区間の４車線化、ダブルネットワー 

クの形成等、災害に強い国土幹線道路ネットワークの構築 

(9)  「上下水道施設の耐震化」と「応急給水・応急復旧の事前対策」の促進 

(10) 半島地域における条件不利性の改善に向けた「半島防災」に係る取組の強化 

(11) 新幹線の基本計画路線の早期事業化、リニア中央新幹線の早期整備による代替輸 

送ルートの確保、災害時の都市間輸送ネットワークの強化 

(12) 避難生活の環境改善・向上に向けた避難所対策の強化 

(13) 大規模地震に伴う広範な火災への対応 

(14) 被災地への支援に必要な設備の整備 

(15) 医療資源が絶対的に不足する事態を回避するための災害時における医療救護体制 

の強化 

(16) 国の具体計画に基づく大規模な広域防災拠点等の機能向上・財政支援 

(17) 発災直後の緊急物資と経済活動を確保する耐震強化岸壁等の整備による災害に強 

い港湾づくりへの支援 

(18) 南海トラフ地震臨時情報発表時の迅速な防災対応のための取組の推進 

(19) 事前復興による被害の軽減と復旧・復興期間の短縮により損失を抑制 



４．国土強靱化地域計画の推進

南海トラフ巨大地震による甚大な被害の状況と事前投資による防災・減災効果

・全国民の約50％が居住

●31都府県764市町村が被災
（全国面積の約30%）

（震度６弱以上又は沿岸部
津波高３ｍ以上の市町村）

・一般病床数 全国の約53％

・製造品出荷額 全国の約78％
（約281兆円）

・生産農業所得 全国の約37％
（約3.3兆円）

●影響都府県、市町村には

想定震度７
１０県１５１市町村!!
影響は超広域!!

１．経済や産業の中枢が被災

建物倒壊による
死者数

耐震化率 約90％
（現状）

耐震化率 100％

約７万３千人 約１万７千人

被災後の復旧復興には莫大な費用と時間が必要

２．前例のない甚大な被害

出典：R7.3「南海トラフ巨大地震最大クラス地震における被害想定について【定量的な被害量】及び
H24.8「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）」より
※死者数は、東海地方が大きく被災するケース（冬・深夜）、地震動：陸側ｹｰｽ、津波：ｹｰｽ①
※負傷者数は、東海地方が大きく被災するケース、地震動：陸側ケース、津波：ケース①の最大値
※避難者数は東海地方が大きく被災するケース（冬・夕）、地震動：陸側ケース、津波：ケース①、１週間後
※全壊棟数は、九州地方が大きく被災するケース（冬・夕）、地震動：陸側ｹｰｽ、津波：ｹｰｽ⑤

３．事前投資による防災・減災効果

避難の迅速化が図られた場合

津波による

死者数

早期避難率 20% 早期避難率 100%
（全員がすぐに避難開始）

約21万５千人 約７万３千人約７割減

建物の耐震性強化

出典：中央防災会議「南海トラフ巨大地震最大クラス地震におけ
る被害想定について」 （R７.3）

◆住宅の耐震化
◆早期避難率の向上
◆被災者の生活環境の整備

防災対策の推進による被害軽減効果
人的被害

人的被害の軽減のために

効果① 被害の軽減

1

津波高 内閣府（H24.8.29）

各県最大 内閣府（R7.3.31）

建物の耐震化や津波からの早期避難など、個人でも取り
組める対策により、被害の大幅な軽減が見込まれる。

国土強靱化に係る国の他の計画等の
指針となるべきもの（＝アンブレラ計画）
【政府が作成】

国土強靱化基本計画

指針

国の他の計画
（国土強靱化基本計画が基本となる）

国による施策の実施
（国土強靱化実施中期計画による着実な推進）

国土強靱化に係る都道府県・市町村の他の
計画等の指針となるべきもの（＝アンブレラ
計画） 【都道府県・市町村が作成】

国土強靱化地域計画

指針

都道府県・市町村の他の計画

都道府県・市町村による施策の実施

調和

各地域が主体性を確立

◆各地域の脆弱性評価を通して、地域で「対応できる
こと」、「対応できないこと」が明確になる

◆国・地域同士の対話を進めることにより国土強靱化
をスパイラルアップさせる契機になる

◆各地域が主体性を確立し多様性の再構築につながる

危機感の共有地域計画策定のメリット

国土強靱化地域計画に基づき、防災・減災対策を着実に推進

表裏一体

地方創生

国土強靱化

出典： 「南海トラフ巨大地震最大クラス地震における被害想定について」（R7.3）

令和５年７月変更

災害関連死者数 約２万６千人 ～ 約５万２千人

１７

１５

２１

３４ ２４

２７
２２

３３

２０

3.8

R７被害想定 〈H25被害想定〉 増減
東日本大震災

死者数 約29万8千人 〈約32万3千人〉 ▲約８％ 約１万６千人

負傷者数 約95万２千人 〈約62万３千人〉 ＋約53％ 約６千人

避難者数 約1,230万人 〈約950万人〉 ＋約29％ 約47万人

建物被害
（全壊）

約235万棟 〈約238万6千棟〉 ▲約２％ 約12万９千棟

断 水 約3,690万人 〈約3,440万人〉 ＋約７％ 約230万戸

停 電 約2,950万軒 〈約2,710万軒〉 ＋約９％
約871万戸

（東北・東京電力管内）

経済被害 約292.3兆円 〈約220兆円〉 ＋約33％ 約16.9兆円

負傷者数は
約1.5倍！

揺れによる全壊棟数

耐震化率 90% 耐震化率 100%

約127.9万棟 約35.9万棟約７割減

屋内落下物による死者数

家具等の転倒防止実施率 35.9% 家具等の転倒防止実施率 100%

約5,300人 約1,800人約７割減

感震ブレーカー設置率 約8.5% 感震ブレーカー設置率 100%

約76.7万棟 約35.8万棟

火災による消失棟数

約５割減

想定される被害

出典：R7.3「南海トラフ巨大地震最大クラス地震における害想定について【定量的な被害量】」より

出典：R7.3「南海トラフ巨大地震最大クラス地震における被害想定について【定量的な被害量】」より

約８割減



（１）南海トラフ地震・津波対策に必要な財源の確保
【揺れ対策】

【インフラ対策】

【応急期の対策】

【臨時情報】

【津波対策】

【事前復興】

（２）住宅の耐震対策に必要な財源の確保

(８) 高規格道路のミッシングリンクの解消、暫定２車線区間の４車線化、ダブルネットワークの形成等、災害に強い国土幹線道路ネットワークの構築
（９）「上下水道施設の耐震化」と「応急給水・応急復旧の事前対策」の促進

（13）大規模地震に伴う広範な火災への対応
（14）被災地への支援に必要な設備の整備
（15）医療資源が絶対的に不足する事態を回避するための災害時における医療救護体制の強化

（10）半島地域における条件不利性の改善に向けた「半島防災」に係る取組の強化

（18）南海トラフ地震臨時情報発表時の迅速な防災対応のための取組の推進

（12）避難生活の環境改善・向上に向けた避難所対策の強化

（３）津波避難施設整備への支援の充実
（４）地震・津波対策のための河川・海岸堤防の整備、排水機場の耐震化・耐水化の支援
（５）ゼロメートル地帯等の地域の実情に応じた総合的な防災・減災対策への支援強化
（６）コンビナート等の地震・津波対策の迅速な推進
（７）石油やガスの二次基地における施設の耐災化に係る補助事業の拡充について

（16）国の具体計画に基づく大規模な広域防災拠点等の機能向上・財政支援
（17）発災直後の緊急物資と経済活動を確保する耐震強化岸壁等の整備による災害に強い港湾づくりへの支援

（11）新幹線の基本計画路線の早期事業化、リニア中央新幹線の早期整備による代替輸送ルートの確保、災害時の都市間輸送ネットワークの強化

○ 南海トラフ地震は、今後30年以内の発生確率が80％程度に引き上げられ、切迫度が年々高まっている。
○ また、能登半島地震の状況を踏まえると、国土強靱化の取組を更に加速化し、「事前の備え」を強化する必要がある。

政策提言の背景・提言項目一覧

【地震対策の継続的な実施】

（19）事前復興による被害の軽減と復旧・復興期間の短縮により損失を抑制 2
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○国家百年の大計として、災害に強いふるさとを創り上げていくためには、南海トラフ地震という国難レベルの災害への対策を
継続的に実施し、地方の安全・安心を確保することが重要

(1)南海トラフ地震・津波対策に必要な財源の確保

②令和７年度が最終年度となっている「緊急防災・減災事業債」や「緊急自然災害防止対策事業債」について、国土
強靱化の一層の重点化を図るため、令和８年度以降も制度を継続すること

提 言

震度７の揺れと巨大津波の脅威に対し、地方が継続的に地震・津波対策を進める必要がある

継続して実施すべき事業が多く残されており、
2026年度以降も引き続き財源の確保が必要

庁舎移転

防災拠点施設

海岸事業 道路事業 農業基盤整備事業

緊急防災・減災事業債

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

防災行政無線システム

3

※さらに、令和６年能登半島地震の
教訓を踏まえた孤立対策の強化に
向け、緊急防災・減災事業債の対象
の拡充が必要

【対象の拡充が必要な孤立対策】
• 非常通信手段の確保（特に、公共
安全モバイルシステム、民間の衛
星通信サービス等の導入）

• 発電や給水など多機能を備えた災
害現場で活躍する災害支援車両
の整備

など

(億円)

全国防災事業 緊急防災・減災事業 ３か年緊急対策 ５か年加速化対策

  内閣官房国土強靱化推進室資料参照

5,000

15,210

5,000

15,341 15,188

5,000 5,000

2025年度までの
財源が確保された

16,992

2026年度

2026年度以降
の予算・財源確
保が不透明

国土強靱化関連の予算額の推移

15兆円規模
７兆円規模

〇防災・減災、国土強靱化を強力に推進するために、例えば、10年かかっていた道路整備を
５年で完了できる程度の加速化が必要。

①「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」後も継続的・安定的に国土強靱化を推進できるよう、本年
６月に策定予定の「国土強靱化実施中期計画」の事業規模については、20兆円強を最低限として、近年の災害の激甚
化・頻発化や物価・資材高騰を踏まえて、更なる上乗せをし、必要な予算・財源を通常予算とは別枠で確保すること
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①住宅の耐震対策の全国的な推進を図るため、住宅の耐震改修工事の補助限度額を増額するとともに、耐震シェルターの
設置について、新たな補助制度を設けるなど、自治体の取組を支援すること

提 言

３．耐震化が進めば公費支出削減
【高知県でのケーススタディ】
※4,500棟の耐震改修を行った直後に発災した想定で試算

津波
から
の

逃げ
遅れ

道路閉
塞によ
る消防
活動、
救急搬
送の阻
害

地震
火災
の
発生
・
拡大

膨大な公費
負担が発生

住宅の倒壊が原因と
なるものに加えて、
さらに多くの命が
失われてしまう

復興の担い手を失う 財政が逼迫

復興が遅れてしまう

住宅の耐震化は、地震に伴う

様々なリスクを同時に低減させる効果が大!!

地震によって多数の住宅が倒壊すると、
多くの命が失われるだけでなく…
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約252億円

約360億円

事後対策
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4,500棟の住宅の耐震改修が
実施されなかった場合

トータルで
約108億円の

公費支出削減!!

１．『住宅耐震対策入り口』論 ２．耐震化が進めば死者・負傷者減少
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【高知県でのケーススタディ】

・住宅耐震化率

・津波避難空間整備率

・津波早期避難意識率

26%    100% 100%
20%    70% 100%

H25.5 R７.3 将来

あらゆる取組を
総動員し、

限りなくゼロへ!!

4,500棟の住宅の耐震改修に
対して補助する場合

(2)住宅の耐震対策に必要な財源の確保

家を失った被災者への
支援ニーズが増大

・避難所の確保
・応急仮設住宅の供給
・災害公営住宅の整備
・震災ガレキの撤去・
処分 等

74% 91％ 100％

～住宅の耐震化は、様々な地震対策の入り口である～
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４．住宅耐震化の加速化は全国的な課題
・耐震性不足の住宅は約700万戸（H30）と推計
・耐震改修実績はH30までの15年間で75万戸と推計

能登半島地震を契機に耐震化の要望増加 ⇒ 補正予算により対応

100万円以上かけたくない77％

県民アンケートでは…

（令和６年度「防災に関する県民意識調査」）

49.6％
自己負担は

50万円まで27.1％

50～100万円まで

自己負担は

許容できる自己負担額

能登半島地震における「気づき」

耐震化への支援・取組の現状
(三重県の場合）

（例）工事費320万円（R4年度中央値）

耐震シェルターの設置補助

自己負担
30万円

市町
½

50万

県
½

50万

木造住宅の耐震化促進

木造住宅の耐震化を補完（令和６年６月補正）

（例）工事費130万円

耐震化の加速化には
自己負担の更なる軽減が必要

地方負担

地方負担・国の増額だけでは自己負担はまだまだ高額
➩国の更なる補助限度額の増額が必要

拡充！

耐震シェルターの設置への補助制度を新設
県負担（市町負担の1/2以内、かつ上限50万円以内）により

100万円の補助も可能

資材費等の高騰により工事費も増大 ⇒ 自己負担も増大
（例）工事費360万円（R5年度中央値）

自己負担
162.5万円

市町
50万

県
50万

国
57.5万

自己負担
202.5万円

市町
50万

県
50万

国
57.5万

多くの方が倒壊した住宅の中で亡くなった。

耐震補強は自己負担が大きい。

地方負担により補助限度額を157.5万円まで増額

木造住宅耐震改修工事補助

②併せて、必要な財源を継続的に確保し拡充すること



(３)津波避難施設整備への支援の充実

●津波避難タワーや平時も活用できる複合型施設などの津波避難施設は、安全な高台等への避難が困難な地域に
おいて住民の生命を守るための重要な施設であり、短期集中的に整備を進めていくことが必要

●津波避難施設の整備には多額の費用が必要

①津波避難タワー等の津波避難施設の整備を促進するため、南海トラフ地震対策特別措置法の
補助嵩上げ措置に係る十分な予算を確保すること

②地方の財政負担軽減のため、補助嵩上げ措置適用後の地方負担分について、緊急防災・減災
事業債を充当できるよう、制度の見直しを行うこと

現状と課題

●財政規模の小さな市町にとっては、国交付金の補助率嵩上げ等、既存の支援制度を活用しても、なお財政
負担が大きく整備が進まないことから、財政負担の軽減が不可欠

提 言
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津波避難施設を早期に整備し、住民の生命を守るためには

財
政
負
担
の
軽
減
！

地方の財政負担のさらなる軽減が必要

財政負担

【現状：国交付金（南海トラフ地震対策特措法に基づく嵩上げ）＋公共事業等債を活用】

交付税措置

〇 津波避難タワー１基あたりの建設費用
⇒平均約２～３億円

国交付金 ２/３ 公共事業等債
（充当率90％）

一般
財源

【要望：国交付金（南海トラフ地震対策特措法に基づく嵩上げ） ＋緊急防災・減災事業債を活用】

国交付金 ２/３ 緊急防災・減災事業債
（充当率100％）

交付税措置 財政負担

（50%）

（70%）
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水門等の耐震化

(４)地震・津波対策のための河川・海岸堤防の整備、排水機場の耐震化・耐水化の支援

①地震・津波からの被害の防止・軽減や早期復旧のため、地域の実情に応じた河川・海岸堤防の
耐震化や粘り強い構造への整備推進に対する十分な予算を確保すること

避難時間を稼ぐために、堤防等の耐震化や粘り強い構造にすることが重要

L1津波高

L1津波の水面

L2津波高

L2津波の水面

海 面

粘り強い構造

堤防

市街地

耐震性能
の確保

現況の施設などに対して、
Ｌ２津波が乗り越えた場合の水位

●津波対策のイメージ図

・Ｌ１津波に対する堤防の耐震性能を確保
・Ｌ２津波に対しては、粘り強い構造にすることで、浸水を遅らせ、
浸水深や浸水域を減少させる効果が期待できる

早期の対策が必要 浸水を早期に解消する対策が必要

高知市における排水に要する期間 (高知県試算)

・ポンプ車(30トン/分)２０台を２４時間稼働さ
せた場合

約１４日

約６７日

・現状の河川堤防、三重防護による海岸堤
防、水門、排水機場を耐震化・耐水化した
場合

地盤が沈降する地域やゼロメートル地帯での長期浸水
を早期に解消するために、揺れや液状化に備えた排水
機場の耐震対策や機能強化を進めることが重要

静岡県 愛知県 三重県 和歌山県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 大分県 宮崎県

2 9 4 2 6 81 19 3 18 16

津波(+1m)到達時間 (単位：分)短時間で襲って来る津波

●昭和南海地震の際に高知市では約1.2ｍ地盤が沈降

提 言

・地盤が沈降する地域やゼロメートル地帯では長期浸水となるリスクが大
・排水機場の耐震化・耐水化により、長期浸水の早期解消が期待できる

この地図は、承認番号「平成24情複、第566号」により国土地理
院長の承認を得たものから、一部抜粋して使用したものである

長期浸水面積 2,800ha
浸水域内居住人口 13万人

第１ライン

第２ライン
第３ライン

三重防護

高知市長期浸水範囲

①河川・海岸の耐震化、粘り強い構造 ②排水機場の耐震化・耐水化
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海岸堤防の耐震化河川堤防の耐震化

避難計画の策定

②長期浸水の早期解消のための排水機場の耐震化・耐水化への支援を強化すること



地域の実情に応じた早期の対策が必要

(５)ゼロメートル地帯等の地域の実情に応じた総合的な防災・減災対策への支援強化

①南海トラフ地震対策特別措置法に基づく「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」に
指定されていないゼロメートル地帯等についても、地域の実情に応じた総合的な防災・減災
対策への支援を充実・強化すること

②地方自治体が地域の実情に応じて整備する防災活動拠点についても、津波避難施設と同様
に、補助対象とすること

課 題

愛知県
三重県

ゼロメートル地帯等については、特別強化地域に指定されていなくても、強振動による液状化現象と地震発生
直後の河川・海岸堤防の沈降による浸水及びその後到達する津波により、広範囲が浸水し、長期的に湛水する
など深刻な被害が想定されている。

２．排水機場の耐震化・耐水化

排水に要する期間 (高知県試算)

・ポンプ車(30トン/分)
２０台を２４時間稼働
させた場合

約１４日

約６７日

・現状の河川堤防、三重
防護による海岸堤防、
水門、排水機場を耐震化・
耐水化した場合

地盤が沈降する地域やゼロメートル地帯での長期浸水を早期に解消するために、
揺れや液状化に備えた排水機場の耐震対策や機能強化を進めることが重要

ゼロメートル地帯等への対策

３．避難場所の整備

津波避難タワー

津波避難マウンド

愛媛県

提 言

４．広域避難体制の整備１．河川・海岸堤防の耐震化、液状化対策

・Ｌ１津波に対し、堤防等の耐震化、液状化対策を
進めることが重要
・Ｌ２津波に対しても津波
到達前の海水の浸入を
阻止するなど、避難時間
を稼ぐための粘り強い構
造への強化が必要

三重県H26.3月公表
浸水予測図

［桑名市］
[木曽岬町]

［西条市］

愛媛県H25.6月公表
浸水予測図

愛知県H26.5月公表
浸水予測図

［名古屋］日本最大の
ゼロメートル地帯

愛媛県浸水予測図は、承認番号「平成25情複、第129号」により
国土地理院長の承認を得たものから、一部抜粋して使用したものである

排水機場の耐震化排水機場の耐水化

※内閣府「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」指定基準
・・・陸上において津波により３０ｃｍ以上の浸水が地震発生から３０分以内に生じる地域

海岸堤防の耐震化
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浸水区域に残された人々をボートや
ヘリコプターで迅速に救助し、浸水
区域外へ避難させるための拠点

広域防災活動拠点の整備
（ゼロメートル地帯

広域防災活動拠点）

多数の避難者が発生するため、国が積
極的に避難先や避難手段を確保し、県
境等を越えた広域避難体制を整備する
とともに、地方自治体が整備する広域
避難施設への支援が必要



民有護岸の状況１．臨海工業地帯が抱える災害リスク

南海トラフ巨大地震に
より、我が国の産業競
争力と経済発展を支
える主要コンビナート
に甚大な被害

対策にスピード感を持って取り組むことが極めて重要

・外周護岸の防護機能強化に多大な時間と費用を要する
・民間事業者所有の護岸への投資

提 言 ①外周護岸の防護機能の強化など、予防対策を迅速に推進すること
②民有護岸等の地震・津波対策に対する支援（補助制度の創設、無利子貸付制度及び税制優遇措置
の拡充）を充実・強化すること

２．コンビナート護岸の状況 （四日市コンビナート（三重県））

主要コンビナート立地地区の想定震度・津波高・製造品出荷額

(６)コンビナート等の地震・津波対策の迅速な推進

コンビナート外周護岸は一部民間企業が保有するなど、官民含め複数者が保有・管理
していることから、防護機能強化には官民の連携・役割分担のもと効果的な取組が必要

３．民有護岸の強化
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（民間護岸への支援制度）

国土強靱化と国際競争力強化に資する

コンビナート護岸の防護機能強化の早期
実現には国の支援が不可欠

サプライチェーンの根幹を支える
国内主要コンビナートの外周護岸
への支援強化を

石油精製

石油化学

ガス供給

エネルギー拠点および基礎素材・部材供給拠点の防護機能強化を！

松山市他

和歌山市他

大分市

周南市
岩国市他

倉敷市

高石市

四日市市

川崎市

袖ヶ浦市

市原市

神栖市

出典：R7.3「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ 報告書 説明資料」
【強震波形４ケースと経験的手法の震度の最大値の分布】



※ 例えば、高知県内の燃料供給の9割以上を担うタナスカ地区、中の島地区は、
地震津波によるがれき等が漂流してきてタンクに衝突する可能性がある

※ 高知県のみならず、津波火災が想定される各沿岸域においては、喫緊の課題

左の地図は、承認番号
「平30情使、第888号」
により国土地理院長の
承認を得て、同院発行の
基盤地図情報を使用。

高知県

気仙沼湾から燃えたまま漂着した瓦礫
出典：「東日本大震災 消防活動の記録」

（気仙沼・本吉地域広域行政事務組合消防本部）

（四万十市）

・津波火災の予防として石油やガス施設の
耐災化を推進
★補助事業を拡充し、全タンクに緊急遮断弁等
を設置

★津波によってがれき等が石油タンクへ衝突
しないよう、防護柵を整備 など

・施設を耐災化することにより、応急対策活動や、
復旧・復興のための燃料を確保

・経済産業省の「石油コンビナートの生産性向上及び強靭化推進事業費」により、石油
精製・元売会社の系列に位置付けられている製油所・油槽所は補助事業の対象。

・しかしながら、系列以外の中小事業者が設置している油槽所は補助事業の対象外であ
り、ガス施設の耐災化については補助が一部に限られているため対策が進まない状況。

・令和４年度から事業の対象は、特別警報級の大雨や高潮等を想定した対策に限定され、
大規模地震等を想定した対策は対象外。

・地方の石油基地には、地震対策が不十分な箇所も見受けられる。
・地震、津波により石油・ガス施設が被災する恐れあり。
・流出した燃料と浮遊するがれきが混ざり合うことで津波火災が発生する恐れあり。
・最悪の場合には、市街地に向けて延焼し、津波避難ビルにも迫るといったことが想定される。

２．現 状

５．目指すべき姿

・緊急遮断弁の増強など設備の安全対策

・タンカー桟橋・背後護岸、貯槽・構内配管の強化や防護柵の設置などの耐災化対策

３．対 策 石油やガスの2次基地における施設の耐災化を推進

４．課 題

緊急遮断弁のイメージ図

石油タンク

緊急遮断弁

配管

揺れを観測した
時に、弁を
自動閉鎖して
配管からの流出
を防ぐ

防護柵設置のイメージ図

中の島地区全景

タナスカ地区全景

（於：高知市浦戸湾周辺）

実施事例（高知県須崎市）

・最悪を想定して、全石油タンクが
満タンの状態で、全量流出した
場合のシミュレーション結果

・右図は、建物・木材がれきと油
の漂流結果を重ねたもの

・がれきが30kg/㎡以上集積する
と火災危険度が高まるとの事例
により、30kg/㎡を閾値とした
※東日本大震災で発生した津波火災における地形的
影響の考察と津波火災危険度評価指標の提案
：今津雄吾、野竹宏彰、北後明彦、今村文彦
（2014）自然災害科学 J.JSNDS 33-2 127-143

L.W.L

H.W.L

H.H.W.L

防護柵設置→

(７)石油やガスの二次基地における施設の耐災化に係る補助事業の拡充について

（四万十市）

提 言 ①南海トラフ巨大地震のような大規模地震等を想定した施設の耐災化を推進できるように事業対象の見直しを行うこと

南海トラフ巨大地震により、地域
経済を支える石油やガスの二次基
地に甚大な被害が生じるおそれが
ある

東日本大震災では
津波火災が発生！

30㎏/㎡以上、油あり
30㎏/㎡未満、油あり
30㎏/㎡以上、油なし
30㎏/㎡未満、なし

9

②石油精製・元売会社系列以外の中小事業者が設置している油槽所や、ガス事業者が設置している施設の耐災化を推進することが
できるように補助事業を拡充すること

③地方自治体等が防護柵整備などの津波対策を行うために補助事業を拡充すること



九州

■凡例

：開通済（２車線）
：開通済（４車線）
：事業中（未供用）
：事業中（４車線化）
：未事業化区間

【阿蘇くまもと空港】
〈大規模な広域防災拠点〉
①救助・救急、消火活動 等
②医療活動
③物資の受入・集積・分配

未事業化区間
【九州中央自動車道】
清和～蘇陽: 約5km
平底～蔵田: 約18km

未事業化区間
【中九州横断道路】

滝室坂～阿蘇、九州縦貫道
～熊本西環状道：約17km

大分宮河内～犬飼: 約18km

大規模災害に対し、脆弱な道路網

提 言

高規格道路の整備状況

大規模災害発生時の円滑な救助活動、物資輸送を確保するため、高規格道路のミッシングリンクの解消や、
暫定２車線区間の早期４車線化、ダブルネットワークの形成等、代替性・多重性の早期確保を図ること

さらに
熊本地震では

大規模災害時において、早期に輸送路を確保するためには、暫定２車線区間の４車線化等、代替性・多重性の確保が重要！

【九州の例】東九州自動車道の４車線化、国道の代替路として信頼性の高いルートを形成する九州中央自動車道や中九州横断道路の早期完成、豊後伊予連絡道路の検討への支援 など

【大分自動車道（湯布院ＩＣ～日出ＪＣＴ）の事例】
●大分自動車道の被災箇所は４車線で整備済であったことから、対面通行規制

（片側１車線）であったものの、短期間（24日間）で一般開放が可能となった

●国道57号阿蘇大橋地区が斜面崩壊により通行不能となったが、過去の災害で強固
に改良されていた国道57号滝室坂が使用できたため、物資輸送ルートが確保でき、
大分県から熊本県へのガソリン等の輸送が滞ることはなかった

(８)高規格道路のミッシングリンクの解消、暫定２車線区間の４車線化、ダブルネットワークの形成等、
災害に強い国土幹線道路ネットワークの構築
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四国

未事業化区間
徳島県美波～海部：約２３km

：事業中区間

■凡例

：開 通 済
（暫定２車線含む）

：未事業化区間

：主な直轄国道

黒潮町:34m
室戸市:24m

美波町:24m

芸

西
西

安
田

阿南

小野

須崎市:25m

高知市:16m

今治

今治湯ノ浦

八
幡
浜
東

大
洲
北
只

黒
潮
拳
ノ
川

愛南町:17m

一
本
松

奈
半
利

宿
毛
和
田

大規模災害時の円滑な広域支援の実施には、
高規格道路のミッシングリンクの早期解消が必要不可欠！！

大津波により孤立集落の発生が懸念される
支援の手が行き届かない

宿
毛
新
港

一
本
松

御
荘

伊豆半島

和歌山

南紀田辺

すさみ南

新宮

想定され

那智勝浦

海南

有田

御坊

太地

那智勝浦町

１４ｍ

熊野大泊

国道

42

国道

42

国道

42

新宮北

紀宝

串本

熊野

：

尾鷲北

尾鷲南

紀伊長島

勢和多気

御浜町
１６ｍ

熊野市

１７ｍ

紀宝町

１１ｍ

１３ｍ
太地町

１７ｍ
串本町１９ｍ

すさみ町

１６ｍ
白浜町

１２ｍ
田辺市

１６ｍ
御坊市

１０ｍ
有田市

８ｍ
海南市

１４ｍ
新宮市

８ｍ
和歌山市

事業中区間の
早期完成

紀伊半島

紀勢大内
山

大宮大台

印南

みなべ



(９)「上下水道施設の耐震化」と「応急給水・応急復旧の事前対策」の促進

①水道施設の耐震化事業について十分な財源を確保し、下水道と同等の交付要件への緩和及び交付率１／２への引き上げを行うこと

提 言

（１）能登半島地震では、最大約１４万戸の断水など上下水道施設の甚大な被害が発生。浄水場や処理場及びそれらの施設に直結した管路等、上下水道システム
の「急所」となる耐震化未実施の施設等が被災したことにより、給水再開に遅れが生じた

（２）上下水道施設の被災により断水が長期化した場合、大量の水を必要とする医療施設や防災拠点など人命にかかわる重要施設の機能の維持が困難となる
（３）発災後速やかに応急給水を実施する必要があるが、応急給水計画などの策定率は低く、応急給水・応急復旧に必要な資機材等の備蓄も十分ではない

耐震化事業の交付金制度等の拡充

上下水道の耐震化の状況

課 題

◇交付要件の緩和及び交付率の引き上げが必要

・水道施設の耐震化に対する交付金制度では、令和６年１２月の要件緩和後も、多くの

事業に資本単価や加速要件等、事業者によっては困難な要件が付されている。

・交付率についても令和６年１２月に一部１／３に引き上げられたが、下水道と比較して

も水道事業体の負担が大きく、耐震化が進まない要因となっている。

◇ 重要施設に係る上下水道施設の耐震化の別枠補助が必要

・災害時の拠点となる避難所や病院など重要施設に係る上下水道施設の一体的な耐

震化も進んでいない。なお、下水道が普及しておらず上下水道の一体的な耐震化が

不可能な地域に対しても、上水道施設の耐震化の補助が必要である。

※防災・安全交付金事業

応急給水・復旧に向けた事前対策の現状

出典：（公社）日本水道協会（H29.2）地震等緊急時対応特別調査委員会応援体制検討小委員会報告書（一部加工）

○全国の水道事業者の策定状況 （令和４年度水道統計）

応急給水計画 62.5％ 応急復旧計画 57.0％

○給水車による応急給水可能量の試算 （最大ケース２日目）

耐震化を進めるために 円滑な応急給水・復旧のため

（公社）日本水道協会支部 ①給水車保有台数（重点受援県）
   と派遣可能台数の合計（台）

②給水車運搬量（㎥/日）
　 ①×12㎥/台 ③応急給水必要水量（㎥） ②/③％

中部地方 397 4,764 33,702 14.14%
関西地方 28 336 2,316 14.51%
中国四国地方 103 1,236 9,292 13.30%
九州地方 54 648 4,753 13.63%

◇ 応急給水・応急復旧に必要な資機材備蓄への支援が必要

・被害が広範囲に及ぶ場合、応急給水や応急復旧に必要な資機材等

の調達が困難となることが予想されるが、多くの水道事業者は経営

基盤が脆弱なため、資機材等の十分な備蓄は難しい。

◇ 水道施設の代替機能の広域的な確保と支援体制が必要

・ 浄水施設などの基幹施設が被災した場合、断水が長期化するため、

給水車や可搬式浄水装置など水道施設の代替機能が必要だが、中

小規模の水道事業体がそれぞれ保有するのは困難。

事前対策への財政支援と支援体制の強化

7

上下水道施設の耐震化状況の緊急点検結果
（令和５年度末時点（単位：％））

昨年11月に公表された緊急点検結果では、急所施設の耐震化率は、浄水施設約43％、下水処理場約48％
などに留まっており、また避難所などの重要施設に接続する水道管路の耐震適合率は39％、下水道管路の
耐震化率は51％に留まっており、上下水道ともにまだまだ耐震化は進んでいない。

※避難所などの重要施設に接続する管路

11

②「上下水道施設の一体的な耐震化」を推進するため、重要施設に係る上下水道施設の耐震化事業については、別枠かつ十分な予算措置を行うこと

③災害時に迅速に飲料水を供給するため、資機材等の整備など応急給水や応急復旧の事前対策に対する財政支援を拡充するとともに、
給水車や可搬式浄水装置など水道施設の代替機能の広域的な確保や支援体制の強化を図ること



(10) 半島地域における条件不利性の改善に向けた「半島防災」に係る取組の強化

「半島防災」を踏まえて、半島地域の災害対策を充実し、とりわけ下記の取り組みに係る必要な予算・財源を十分
かつ継続的に確保するとともに、半島地域にあっては優先的な事業採択を行うこと

提 言

・ 急峻な地形が多く、三方を海に囲まれているという地理的な特徴を有する

半島地域は、災害が発生した際に速やかな支援が困難となる可能性が高い

・ 令和６年能登半島地震では、津波や土砂崩れ、大規模火災により甚大な被

害が発生し、幹線道路が至る所で寸断され、沿道の多くの集落が孤立

・ さらに、道路以外の交通ネットワークが脆弱であったため、早期復旧に必要な

人的及び物的支援を行えず、災害時における半島地域の脆弱性と道路、航路、

空路等のインフラ機能確保の必要性が浮き彫りになった

半島地域の現状と課題

半島地域の実情を踏まえ、早期の対策が必要

整備が遅れている半島地域の道路ネットワーク強靱化
・ 高規格道路のミッシングリンク解消、法面対策、橋梁耐震化 など

道路が機能不全となった場合の代替手段の確保
・ 海路の確保 ： 港湾・漁港・海岸等の地震津波対策の強化、海上輸送支援 など
・ 空路の確保 ： 空港の地震対策、早期の施設復旧や航空輸送支援 など

新たな知見を活用した防災・減災の対策促進
・ 無人航空機や衛星インターネット、移動型トイレ車両の活用 など

災害時においても持続可能な地域づくり
・ 避難生活の長期化や孤立化を想定した物資等の確保や避難所環境の改善 など

「半島防災」という半島地域における地理的条件不利性を踏まえた対策

出典：国土交通省資料

令和６年能登半島地震 道路緊急復旧状況（R6.1.8時点）

トイレカーを活用した避難所環境改善

空港の防災拠点活用

津波による直轄国道の浸水想定箇所

・避難・救助や物資供給等の応急活動に必要な道路ネットワーク整備、防災拠点・物流網を確保するための港湾や
漁港等の施設の耐震化、陸路寸断に備えた海路・空路の確保などの国土強靱化対策を推進すること

・無人航空機や移動型トイレ車両の活用、避難生活の長期化や孤立化への備えなどの事前防災対策を推進すること 12



(11)新幹線の基本計画路線の早期事業化、リニア中央新幹線の早期整備による代替輸送ルートの確保、災害時
の都市間輸送ネットワークの強化

課 題

提 言

南海トラフ地震発生時には、鉄道施設への甚大な被害により鉄道交通が長期間麻痺

〈震度の最大値の分布図〉

○新幹線は、阪神大震災や東日本大震災を契機に、施設・設備の耐震補強を実施
○地震を検知した際、走行中の列車を自動的に停止させる早期地震検知システムの導入
○脱線、逸脱を防止するための脱線防止ガード等の設備の整備

新幹線の地震対策

⇒上記の対策がなされている新幹線は、大規模地震発生時においても在来線と比べ
早期の復旧が可能

地震・津波 東日本大震災
（H23.3）

熊本地震
（H28.4）

能登半島地震
（R6.1）

新幹線 49日
（東北新幹線）

13日
（九州新幹線）

１日
（北陸新幹線）

在来線 ９年
（常磐線）

４年４か月
（豊肥線）

３ヶ月
（JR七尾線他）

大規模災害と新幹線復旧までの期間

災害に強い新幹線を整備し、在来線や、日本の大動脈輸送を支える東海道新幹線の代替輸送ルートを確保することで、南
海トラフ地震発生時においても広域の移動手段が確保でき、経済の停滞を防ぐことが可能となる。

新幹線の基本計画路線の事業化及びリニア中央新幹線の全線整備を早期に実現すること

(R7.3）南海トラフ巨大地震 最大クラス地震における被害想定について
【定量的な被害量（都道府県別の被害）】

新幹線
在来線等

計
津波浸水域 津波浸水域外

四国 － 約230 約1,900 約2,130

大分
宮崎

－ 約130 約720 約860

和歌山
三重

－ 約130 約2,010 約2,190

愛知
静岡

約110 約10 約3,000 約3,000

計 約110 約500 約7,630 約8,130

（箇所）

約8,130カ所もの被害が想定

「全国の新幹線鉄道網の現状」（国土交通省）より

〈新幹線鉄道網の現状〉鉄道被害箇所数（地震動：基本ケース、津波ケース④）

新幹線が整備されていないエリア及び日本の
大動脈輸送を支える東海道新幹線が走行す
るエリアが大きな被害を受けることが想定される災害に強い「新幹線」の整備により代替輸送ルートの確保が可能！

13



○南海トラフ地震では、能登半島地震と同様に、多数の道路が寸断された場合、山間地の避難所や孤立集落では、物資や資機材の不足が発生する恐れ
○避難生活の長期化や、断水による生活環境の悪化により、災害関連死が発生する恐れ
○避難所の環境改善のために新しい地方経済・生活環境創生交付金「地域防災緊急整備型」が、令和６年度補正の臨時措置(1,000億円の内数)として創設されたが、

対象事業が工事を伴うもの等は対象外となっており使途が限定的※1であり、かつ令和７年度当初予算では対象外

避難生活の
肉体的
精神的
負担

ライフライン
途絶による負担

初期治療の遅れ

介護機能の低下

塵灰の吸引 その他

避難所の環境改善・向上に関する現状と課題

被害想定による推計

災害関連死のリスクを軽減し、避難所で心身の健康を維持するためには、避難環境の整備の強化が必要

○毛布や簡易トイレ等、より良好な
避難環境で生活を送るために
有効な資機材が多数

【原因(n=184人)】

発災時にストレスが少なく、適切な衛生環境のもと避難生活を送るために

【マンホールトイレ】

【備え付け空調設備】 【10万円未満の資機材】

国の交付金では、工事を伴う設備や10万円未満の資機材が交付金の対象外

出典:(有)四国浄管出典:国土交通省

国の交付金による支援

○し尿処理が不要又は長期間貯留対応(500人が約１か月
使用可)であることから、発災直後の衛生環境の確保に有効

○酷暑や厳冬期における
熱中症やヒートショック等に
対する体温調節に有効

【貯留槽型トイレ】

出典:
災害関連死事例集(増補版)
(令和５年５月増補 内閣府より)

約67%
(123
人)

○R7年３月の国の新たな被害想定において、

南海トラフ地震における全国での

災害関連死は最大52,000人

避難者数は最大で約1,230万人

そのうち避難所避難者数は最大で約650万人

避難所の環境改善に必要となる資機材の整備状況

○避難所の生活環境改善に資する資機材（TKB等）

○避難生活やライフラインの途絶による

負担が約７割を占める

災害関連死の原因

【10県による被害想定】
避難者数※2 (在宅等含む) 約772万人
避難所避難者数※3 約416万人

対象外 対象外対象外

整備を進めるためには、地方自治体に多額の
費用負担が発生するため、国の支援が必要！

【トイレカー】 【キッチンカー】

【ﾊﾟｰﾃｨｼｮﾝ】
【段ﾎﾞｰﾙﾍﾞｯﾄﾞ】 【ｼｬﾜｰ・入浴設備】 【炊き出し用資機材】

対象

※1

（12）避難生活の環境改善・向上に向けた避難所対策の強化

新しい地方経済・生活環境創生交付金において、令和７年度以降も「地域防災緊急整備型」を継続し
たうえで、避難所の環境改善・向上に有効な事業を行うために対象事業を拡充し、十分な財源を確保
すること

提 言

○国の「避難生活における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」等がスフィア

基準 を踏まえて改定(R６年12月)、避難所の確保や更なる資機材の整備が必要

○避難所の環境改善に有効な段ボール（簡易）ベッドや、衛生面に配慮された

マンホールトイレ等の資機材が10県においても不足(R６年11月１日時点)

14

※10県において、簡易(組立)トイレ等は182%の整備率であるが、
衛生環境の確保にマンホールトイレ・貯留槽型トイレが有効

品目 スフィア基準 10県の整備状況 整備率
段ボール(簡易)ベッド 1台/人 約13万人分 3%(10県÷※3)

毛布 1枚/人 約288万人分 69%(10県÷※3)

マンホールトイレ 20人/基 約18万人分 2%(10県÷※2)



(13)大規模地震に伴う広範な火災への対応

提 言
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•火災発生場所に残存する要救助者に十分配慮しつつ、空中消火を行うことが必要
•空中消火を見据えて航空運用調整班の迅速な設置と的確な運用が必要

•倒壊家屋からの逃げ遅れによる焼死者の発生を懸念
•大規模地震に伴う火災は迅速な対応が必要

輪島市の建物倒壊現場

南海トラフ地震における火災による被害想定

○南海トラフ地震において、火災による甚大な
被害が発生することが想定されている

○ 人的被害 約8,700人

○ 建物被害 約767,000棟

想定死者数

建物の
倒壊

約 73,000人

津 波 約215,000人

火 災 約 8,700人
崖崩れ 約 600人

合 計 約29万8千人

全壊棟数

揺れ 約1,279,000棟

津 波 約 188,000棟

火 災 約 767,000棟
液状化 約 110,000棟

崖崩れ 約 6,800棟

合 計 約235万棟

出典：R7.3「南海トラフ巨大地震の最大クラス地震における被害想定について（定量的な被害量）」より
※想定死者数は、東海地方が大きく被災するケース（冬・深夜）、地震動：陸側ｹｰｽ、津波：ｹｰｽ①
※全壊棟数は、九州地方が大きく被災するケース（冬・夕・風速8m/s）、地震動：陸側ｹｰｽ、津波：ｹｰｽ⑤

輪島市の火災現場

発災時刻 火災覚知時刻

H７.１.17

阪神・淡路大震災 ５時４６分 ６時００分頃

H23.３.11

東日本大震災 １４時４６分 １５時３０分頃

R６.１.１

能登半島地震 １６時１０分 １７時２３分頃

輪島市大規模火災における消火活動

44分後

14分後

⇒ 兵庫県における死亡原因で、
焼死は３番目に多い7.35%

• 道路が寸断され消防車の通行に支障
• 神戸市内では地震による断水等により
消火栓がほとんど使用できず

阪神・淡路大震災における消火活動

取水できず、消火活動に支障！

○過去の地震火災は、地震の直後に発生！

• 消火栓が水道管の断水で使用不可
• 地盤の隆起により河川の水位が低下
• 大津波警報等の発表

大規模地震に伴う火災の発生状況

73分後 ⇒ 出火から鎮圧までに
約14時間を要した

出典：「輪島市の大規模火災を踏まえた消防防災対策のあり方に関する報告書(R6.7)」

出典：兵庫県「阪神・淡路大震災の死者にかかる調査（H17.12）」

①大規模地震による大規模火災の発生に対して、要救助者等の安全に留意し、迅速に空中消火を実施する体制

の充実を図ること

②都道府県が、航空運用調整班を迅速に設置し、的確に運用できるよう自衛隊による支援を講ずること



提 言
①トイレカー、スターリンクなど災害時でも利用できる衛星通信サービスを国において確保し、発災時には迅速に配備するとともに、

自治体が必要な機材等を導入する場合には、ランニングコスト（基本料金や通信料金の無料化）も含め、当該経費に対する財
政措置を講ずること

(14)被災地への支援に必要な設備の整備

16

○ 発災直後は宿舎の確保がままならず廊下
で仮眠をとりながら支援にあたるなど過
酷な環境下で活動

○ 活動場所近隣に宿舎が確保できず、長距
離移動により現地での活動時間が短く
なったため、作業効率が低下

被災地で迅速な支援活動を行うためには、
活動環境整備や通信環境整備が必須！

宿泊場所

○ 全国各地の都道府県から、多くの職員を被災地へ派遣し、長期間にわたり支援を実施
○ 三重県では「中部９県１市災害時等の応援に関する協定」等に基づき、延べ17,829名を派遣（令和６年９月末）

県庁・地域庁舎

県内SCU（※）

（※） 広域搬送拠点臨時医療施設

孤立地域への通信機器等の物資輸送

について、ドローンを活用した孤立地

域への実証調査とガイドラインの作成

（R7事業）

自走式のトイレカーを導入（R8）

１台につき、トイレ２基設置を想定

普通免許で運転可能な車両を導入
（R6）

１台につき、

３人宿泊可能

○ 道路の損壊、土砂崩れなどにより各地の道路が寸断

○ 石川県内では、一時24地区3,345人が孤立

○ コスト面から多くの地域で衛星携帯電話が配備さ
れておらず、発災直後、孤立地域との通信が途絶

通信手段の確保

孤立地域への支援

○ 電源確保のため、通信機器
にあわせて、非常用発電機
の整備が必要

○ 特に、長時間使用できるガソ
リンタイプの整備効果が高い

活動環境の整備

令和６年能登半島地震における支援

能登半島地震での「気づき」

活動環境の整備

孤立地域への支援

派遣職員用キャンピングカー トイレカー（画像出典：消防庁ＨＰ）

イメージ

○ 道路の寸断により
物資の供給が困難

○ 支援物資を自衛隊が
徒歩で搬送

：５台（R6）

○ 活動場所となる避難所等におい
て、断水によりトイレが使用不
可となった

○ 水が流せないにもかかわらずト
イレを使用し、衛生環境が悪化
していた

トイレカーの導入

トイレ

運搬手段の確保 非常用電源の確保
ドローンの活用

「気づき」をふまえた三重県の対応

：２台（R6)

宿泊機能付自動車の導入

衛星通信設備（スターリンク）の確保

ドローン（画像出典：内閣府HPより）

イメージ

イメージ

スターリンク

○ 発災直後、インター
ネットに接続できず
派遣職員の情報共有
に支障

通信

②特に孤立が想定される地域にスターリンクや衛星携帯電話の配備が進むよう、配備費用やランニングコストなど必要な経費に対する財政措
置を講ずること

③自治体と連携し、ドローンを活用した物資輸送の取組を推進すること

：７台（R7）



(1) 医療支援チームの迅速かつ大量、継続的な
投入体制の構築
・災害医療に必要な人材について
国としての目標を定め、早急に
確保・育成

・活動の『長期間化』を見据えた
継続的な派遣体制の構築

(2) 重症者を被災地外で治療する
ための搬送機能の抜本強化

①被災地外からの支援機能の強化①地域ごとの医療救護の体制づくり
(1) 地域の医療救護活動の具体化

（計画策定、訓練による検証）
(2) 医療救護の人材確保（医療従事者）
(3) 医療機関の災害対応力の強化

（強化例：耐震化、高台移転、
自家発電設備、給水設備、
燃料備蓄、資機材整備、
ＢＣＰ策定）

(4) 災害拠点病院のさらなる対応力強化
（強化例：敷地内ヘリポート整備、
マンホールトイレ整備）

①各県における被災地内の医療救護体制の充実を図る取組、特に医療継続のため、被害想定をふまえた少なくとも３日
分の燃料、水を確保する設備整備及び耐震化や高台移転などへの支援について、財政面の一層の強化を図ること

②被災地外からの人的・物的支援機能の強化に必要な体制を早急に構築すること

②地域をバックアップする体制づくり
(1) 県内医師やDMAT等を参集拠点から

地域へ運ぶ仕組みの構築
(2) SCUなど地域の活動拠点の機能整

備及び維持・強化
被
災
地
外
か
ら
の
支
援

〔耐震化した透析医療機関〕

地
域
へ
の
支
援

〔高知県:医療従事者搬送計画の検討ｲﾒｰｼﾞ〕

被災地域の医療資源を総動員した「踏ん張りのきく」体制づくり
⇒ 計画的に活用できる財源が必要！

被害想定を踏まえた、国を挙げた具体的な
支援体制づくり ⇒ さらなる強化が必要！

提 言

○ 後方搬送だけに頼らない、より負傷者に近い場所での医療救護活動（「前方展開型」
の医療救護活動）を強化する必要

○ 被災地外から被災地への迅速かつ大量の
支援投入を可能とすることが必要

総合防災拠点

総合防災拠点＋ＳＣＵ

高知大学医学部（ＤＭＡＴ県内参集拠点、総合防災拠点、ＳＣＵ）

高知県:SCUへの資機材整備

＋

〔高知県:医師向け災害医療研修の様子〕 〔陸上自衛隊HPより〕

(15)医療資源が絶対的に不足する事態を回避するための災害時における医療救護体制の強化
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【DMATの場合】
各県の震災対策
が進み、負傷者数
が1/2になっても
約9,000チームが
必要
※高知県独自の試算

静岡 愛知 三重 和歌山 徳島

113,000 146,000 94,000 46,000 52,000

香川 愛媛 高知 大分 宮崎

28,000 79,000 99,000 9,800 32,000

外部からの支
援が受けられ
るまでの間、
全ての病院が
災害医療に
対応できる体
制が必要

〔能登半島地震で活動するDMAT〕

いつ発生してもおかしくない南海トラフ地震に備え、平時からの以下の対策が重要かつ急務！

●災害拠点病院でも、機能不全や透析患者の転院
が発生 (施設や機器の損壊、スタッフの被災、
受水槽や給水管の破損などによる)

●DMAT：のべ1,139チーム投入(R6.4)
●災害支援ﾅｰｽ：のべ約700名が病院支援(R6.2)
●DPAT：のべ944隊派遣(R6.5)

負傷者 停電戸数 断水戸数
1,266人 39,900戸 110,000戸

病院が自力で
医療継続できる
体制の整備

「南海トラフ地震臨時情報(巨大地震注意)」の発表！(R6.8) ・ 南海トラフ地震の30年以内の発生確率が「80%程度」に引き上げ！(R7.1)

医療人材の
早急な
確保・育成

【参考】能登半島地震における医療関係
の実態及び被害状況（石川県）

●大量の負傷者が同時に発生
●インフラやライフラインが寸断
●医療機能や搬送能力が著しく低下
●医療人材が絶対的に不足
●外部支援には時間を要する

1

2

医療救護体制の強化が必要！南海トラフ地震の想定負傷者数は全国で『最大97万人超』!!

出典：R7年3月 内閣府「南海トラフ巨大地震最大クラス地震における被害想定について」より



(12)国の具体計画に基づく大規模な広域防災拠点等の機能向上・財政支援
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①「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」に基づく大規模な広域防災
拠点等の機能向上、及び県域を越えた拠点として機能の充実・強化を図るうえで必要な
新たな交付金等補助制度の創設など、特別な支援を行うこと

②「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」の実効性を高めるため、
地方と連携した訓練を充実すること

出典：H24.8.29「南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）（震度の最大値の分布図）

「具体計画」の実効性を高めるため、地方と連携して南海トラフ地震を想定
した訓練の充実が必要
【訓練の実績】

拠点機能の向上が必要

静岡

拠点名 都道府県名

富士山静岡空港 静岡県

名古屋飛行場（小牧基地）
愛知県

名古屋港

熊本空港 熊本県

大分スポーツ公園 大分県

南海トラフ地震における
具体的な応急対策活動に関する計画
（平成２７年３月３０日策定、令和５年５月２３日改定）

＜大規模な広域防災拠点の一覧＞

大分

熊本

現地対策本部

大規模な広域防災拠点

中部緊急災害現地対策本部訓練 H29. 6.20、H30.11.29、R5. 2.22

近畿緊急災害現地対策本部訓練 H28.12.22、H29. 7.29、R4.11.16
四国緊急災害現地対策本部訓練 H28.11.17、H29.11.14、H31.1.16、R元.10.29、R2.11.18、

九州緊急災害現地対策本部訓練 H30. 7.31、R3.12.15

(16)国の具体計画に基づく大規模な広域防災拠点等の機能向上・財政支援

提 言 ①「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」に基づく大規模な広域防災
拠点等の機能向上、及び県域を越えた拠点として機能の充実・強化を図るうえで必要な
新たな交付金等補助制度の創設など、特別な支援を行うこと

出典：H24.8.29「南海トラフの巨大地震モデル検討会（第二次報告）（震度の最大値の分布図）

「具体計画」の実効性を高めるため、地方と連携して南海トラフ地震を想定
した訓練の充実が必要
【訓練の実績】

拠点機能の向上が必要

静岡

拠点名 都道府県名

富士山静岡空港 静岡県

名古屋飛行場（小牧基地）
愛知県

名古屋港

熊本空港 熊本県

大分スポーツ公園 大分県

大分

熊本

中部緊急災害現地対策本部訓練 H29. 6.20、H30.11.29、R5. 2.22

近畿緊急災害現地対策本部訓練 H28.12.22、H29. 7.29、R4.11.16、R5.12.21
四国緊急災害現地対策本部訓練 H28.11.17、H29.11.14、H31.1.16、R元.10.29、R2.11.18、R3.12.8

R5 . 1.25
九州緊急災害現地対策本部訓練 H30. 7.31、R3.12.15、R4.12.14
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地方自治体が行う、大規模な広域防災拠点等
の機能強化に資する取組への支援が必要

愛知

愛知県基幹的広域防災拠点整備予定

・

・

②「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」の実効性を高めるため、
地方と連携した訓練を充実すること



(17) 発災直後の緊急物資と経済活動を確保する耐震強化岸壁等の整備による災害に強い港湾づくりへの支援

大規模地震発生時の緊急物資輸送と経済活動を維持するため、耐震強化岸壁や粘り強い構造の防波堤の整備
に対する十分な予算を確保するとともに、耐震強化岸壁を有する防災上の拠点となる港湾へ十分な予算配分
を行うこと

提 言

主な自動車組立工場

２．経済活動の確保
自動車産業が集積している愛知県における

●南海トラフ地震の地震動予測

４．岸壁の耐震強化整備

早期の対策が必要

通常岸壁よりも耐震性の高い耐震強化岸壁を整備するこ
とで、発災直後から緊急物資の輸送と経済活動の再開が
可能

・自動車産業の停止により我が国の経済活動の停滞が懸念

震度6弱以上の震度予測
(過去地震最大ﾓﾃﾞﾙにより予測)

震度６弱以上の地域に

「人口」「産業」が集中

耐震強化岸壁耐震強化岸壁

利用不可能 利用可能

通常岸壁 耐震強化岸壁

土圧の
軽減

地盤の液状化対策の実施

土
圧
に
対
す
る

抵
抗
力
の
強
化

整備中・未整備の耐震強化岸壁（緊急物資）

東日本大震災の事例東日本大震災の事例

通常岸壁

耐震強化岸壁

陥没
正常な岸壁法線

大きく変位

整備中・未整備の耐震強化岸壁（幹線貨物）

１．緊急物資輸送ルート（海上）の確保

エリア
耐震強化岸壁・防波堤の
整備・改良が必要な港湾

伊勢湾
名古屋、衣浦、三河、

四日市

駿河湾
清水、御前崎、

下田

３．岸壁・防波堤の整備状況

「くまで」作戦：海上輸送部分をくまで
の柄の部分、耐震強化岸壁から背
後被災地へ向けての陸上輸送部分
をくまでのかぎ爪の部分に見立てた
緊急物資輸送作戦

大規模地震に備えた施設整備が急務

粘り強い構造の
防波堤を整備す
ることにより、
港湾及びその背
後地を津波等か
ら守ることが可
能

５．粘り強い構造
の防波堤整備

出展：中部地方整備局資料

・地域住民の命と生活を守るため発災直後に緊急物資（衣料、食品、飲料水、日用
品、臨時避難用の住宅建材等）が必要
・海上からの「くまで」作戦を機能させるためには、耐震強化岸壁や粘り強い構造の
防波堤が不可欠

出展：国土交通省資料

粘り強い構造とするための具体的な補強策粘り強い構造とするための具体的な補強策
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①臨時情報が発表された場合には、南海トラフ地震の発生形態に関わらず、また、事前避難対象地域であるか
どうかに関わらず、地震の発生可能性が高まった地域全体を災害救助法の適用対象とすること

②臨時情報を適切な住民避難等につなげるため、住民等が「注意」や「警戒」における取るべき行動を理解
し、「正しく恐れる」ための丁寧な周知を行うこと

③住民生活に密接にかかわり、かつ複数県域にまたがるライフライン企業の対策の促進、特に観光に影響を与
える交通事業者等の整合のとれた対策の促進を図るため、業種に応じた全国統一的な指針を策定すること

提 言

(18)南海トラフ地震臨時情報発表時の迅速な防災対応のための取組の推進

（調査期間：令和６年８月５日から９月13日）

20

知らない
21.2％ 知っている

54.5％

●ライフライン企業や交通事業者等、臨時情報が発表された場合の対応方針が定まっていない

現 状

高知県実施「令和６年度 地震・津波県民意識調査」結果

○臨時情報発表時の調査であるに
もかかわらず、多くの住民は、
内容をよく知らない。

○「注意」は、「日常生活を送りつつ地震に備える」という趣旨
であるが、自主避難の発生や観光・宿泊施設のキャンセル、イ
ベントの中止等が発生した。また、高知県の調査では約41%の
住民が「内容はよく知らない」、「知らない」と回答。

令和６年８月８日 初の南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表

聞いたことはあるが、
内容はよく知らない

20.3％

●臨時情報が発表された場合の、住民等が取るべき行動が十分に理解されていない

○「注意」は災害救助法の適用対象外である中で、自主避
難の希望があったことや大事をとって避難を呼びかけた
市町村があり、避難所が開設され、住民が事前避難を実
施した。

●臨時情報が発表された場合に、市町村が避難所を開設・運営するための財政的な負担が大きい

○一部では公共交通機関の運休や徐行運転など交通事業者に
よって対応が異なり、住民や観光客の行動に影響があった。

国を挙げての情報発信が必要！

③複数県域にまたがるライフライン企業・交通事業者等に
は全国統一的な対応の指針が必要

①避難所の開設・運営に係る財政負担が発生 ②住民等に臨時情報の趣旨が十分に伝わっていない

無回答4.0%

ライフライン企業・交通事業者等が、統一した判断・対応
ができるよう、全国統一的な指針が必要

市町村が躊躇なく避難所を開設・運営するためには、災
害救助法の幅広い適用による財政負担の支援が必要

住民や観光客等が臨時情報発表時における取るべき行動を理
解し、「正しく恐れる」ように、丁寧な周知が必要



地域が目指す将来像を、事前に地域住民と共有するとともに、速やかに施策へ反映していく仕組みの整備により、スムーズな復旧・復興

・病院、港湾施設等、拠点施設の耐震化
・耐震強化岸壁の整備
・広域防災拠点の機能強化
・地域中核企業の生産拠点等への地震・津波被害の軽減対策
・究極の事前復興である高台移転 など

ハ
ー
ド
事
業

●「新たな被害想定（令和7年3月公表）」を踏まえた南海トラフ巨大地震への対策が急務。
●復興の遅れが被災地からの人口流出を加速させ、深刻な地域の衰退を招く可能性がある。

(19)事前復興による被害の軽減と復旧・復興期間の短縮により損失を抑制

復興を迅速に進めるため、復興の推進体制、復興方針や計画の策定
手順を事前に明確化

被害を最小化するための事前の減災対策や、迅速な復旧を可能にす
るまちづくりを平時から推進

事前の減災対策復興事前準備

提
言

被害を最小化し、復旧・復興を短縮させるには、「事前復興」の考え方が重要

創造的復興（ビルド・バック・ベター）を目指す

事前復興を推進する体制を整備するとともに、抜本的な対策の推進が必要

事前復興計画の策定
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・応急仮設住宅用地や災害廃棄物の仮置き場の確保
・津波浸水域に重点化した地籍調査
・災害廃棄物処理等、災害対応のノウハウを有する人材の育成
・病院、港湾施設等、拠点施設のＢＣＰ策定
・迅速な道路啓開のための計画や手順書策定 など

ソ
フ
ト
事
業

県立病院の事前移転 高台移転用地の造成
被害軽減

損 失

復旧・復興期間短縮損失を大幅に

抑制

発 災

社

会

機

能

事前復興による被害の軽減と復旧・復興期間の短縮

事前復興の考え方に基づく
ソフト・ハード事業の推進が
復旧・復興期間の短縮と
被害の最小化に効果的

②究極の事前復興である「高台移転」を推進
・地域継続に必要な「民間病院や社会福祉施設等」が、単独で高台移転できる新たな支援制度を創設すること
・市町村が「防災集団移転促進事業」を積極的に活用できるよう、国として後押しを行うこと

①事前復興を法令等に明確に位置付けるとともに、国において事前復興を推進する体制を整備すること


